
事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　第３期科学技術基本計画においては、その基本姿勢として「社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術」を掲げ
ており、経済的な価値のみならず安全・安心な社会の構築への貢献など社会的価値の創出を目指し、研究開発を通じた
イノベーションを実現することが重要である。
　本事業においては、安全・安心な社会の構築に貢献する分野の課題について、その成果が社会において実用化される
ことを目指す。また、安全・安心に資する科学技術推進のための関連研究者等のネットワークの構築を図る。

執行率 97.5 98.9 99.4

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　テロ対策等に係る研究開発（危険物の探知技術等）、地域社会の安全・安心の確保に係る研究開発（災害時の情報シ
ステム）について、大学・独立行政法人・民間企業等の国内の機関を対象に公募し、外部有識者による審査を経て課題
を選定する。採択機関と委託研究契約を結び、研究開発実施期間（原則３年）内に実証試験を実施し、研究開発期間終
了時点でプロトタイプの作製など、実用化が見込める段階に到達することを目標とする。
　また、テロ対策技術等に関する情報収集・発信、関係者のネットワーク構築等を行い、「知・技術の共有化」を促進す
る。

事業番号 4

　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成19年度

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

研究開発の成果の社会還元を更に促進するため、他のプログラムの活用を含め、より効果的な実施方法について検討
を行う。

626 535

22年度 23年度要求

（平成２１年度実施件数）
テロ対策等に係る研究開発：６課題（15機関）
地域社会の安全・安心の確保に係る研究開発（災害時の情報システム）：３課題（８機関）
知・技術の共有化：２機関

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

未定405 625

19年度 20年度 21年度

執行額 395

・書面調査及び現地調査により額の確定行為を実施し、毎年度の全ての支出先・使途の把握を行っている。
・外部有識者で構成する推進委員会を設置し、毎年度末に各課題についてヒアリングを実施し、研究進捗状況の把握及
び次年度計画への助言等を行っている。
・各課題においては、研究の効果的な運営管理及び成果の実装に向けて必要な連絡調整を行う研究運営委員会を設置
し、年に数回開催している。文部科学省の担当者も研究運営委員会へ出席し、研究現場へ足を運ぶことで、最新の研究
状況の把握に努めている。

総事業費(執行ベース) 398

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

安全・安心科学技術プロジェクト

科学技術・学術政策局

一般会計

担当部局庁

安全・安心な社会の構築に資する科学技術の推進

関係する計画、
通知等

－
第3期科学技術基本計画

　　（平成１８年３月２８日閣議決定）　他

担当課室 安全・安心科学技術企画室

予算額(補正後）

上位政策

安全・安心科学技術
企画室長　新田浩史

538 421

618 535



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省
535百万円

Ａ．テロ対策等に係る
　　　　　　　　　　研究開発
　支出総額：339百万円
　大学等（全15機関）

非常勤職員手当　2百万円
諸謝金　0.2百万円
職員旅費　0.3百万円
外国旅費　0.5百万円
委員等旅費　0.6百万円
庁費等　24百万円

を含む

【企画競争・委託】 【一般競争入札・委託】

Ｃ．知・技術の共有化
　支出総額：69百万円
  （独）科学技術振興機構
　　　　　　　　　（34百万円）
  慶應義塾大学（34百万円）

安全・安心な社会の構築に貢献する分野
の研究開発の推進及び関連研究者等の
ネットワークの構築を図る。

テロ対策技術等に関する
情報収集・発信、関係者
のネットワーク構築等

Ｂ．地域社会の安全・安心
　　の確保に係る研究開発
　支出総額：100百万円
　民間企業等（全８機関）

【企画競争・委託】

災害時の情報システムの
研究開発

危険物の探知技術等の
研究開発



A. 大阪大学 E.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

試作品費 試作機作製 8

設備備品費
事業の実施に必要な設備備品の
購入

19

人件費 担当職員給与、補助員給与 5

消耗品費 試薬類、器具類等

旅費 国内旅費、外国旅費 4

12

その他
諸謝金、通信運搬費、雑役務費、
消費税相当額

3

一般管理費 5

0計 56 計

F.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 担当職員給与 17

B. テクノ㈱

旅費 国内旅費、外国旅費 6

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計 30 計

C.(独）科学技術振興機構 G.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 担当職員給与 21

旅費
国内旅費、外国旅費、外国人等招
聘旅費

5

その他
消耗品費、諸謝金、会議開催費、
通信運搬費、印刷製本費、雑役務
費、消費税相当額

一般管理費 1

7

金 額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 34 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

0計 0 計

その他

3一般管理費

設備備品費、消耗品費、借損料、
雑役務費、電子計算機諸費、消費
税相当額

4



「複数支出先ブロック」の支出先一覧

Ａ．テロ対策等に係る研究開発

支出先 支出額（百万円）

1 大阪大学 56

2 ㈱東芝 50

3 ㈱日立製作所 43

4 中央電子㈱ 32

5 (独）産業技術総合研究所 30

6 マスプロ電工㈱ 29

7 ㈱クボタ 21

8 東北大学 17

9 帯広畜産大学 14

10 三菱重工㈱ 13

その他 33

合計 339



「複数支出先ブロック」の支出先一覧

支出先 支出額（百万円）

1 ㈱テクノ 30

2 熊本大学 30

3 山梨大学 20

4 東京工業大学 6

5 (独）産業技術総合研究所 6

6 東京大学 4

7 京都大学 3

8 (独）防災科学技術研究所 1

合計 100

Ｂ．地域社会の安全・安心の確保に係る研究開発



安全・安心科学技術プロジェクト

安全・安心な社会の構築に貢献する分野の課題について、その成果が社会において実用化されることを目指して、研究開発を進める。

 
また、安全・安心に資する科学技術推進のための関連研究者等のネットワークの構築を図る。

重要研究開発課題の研究開発

個々の研究開発プロジェクトで得られた知見と人脈を集積し、整理・蓄積するとともに、これらの情報をニーズを持つ官庁や各分野の
研究者にフィードバックすることにより、安全・安心に関わる知・技術のネットワークを構築する。

安全・安心に関わる知・技術の共有化

地域社会において安全・安心を確保するため、技術開発

 
に留まらず、地域社会を具体的なユーザーとして、現場で

 
の実用化が期待される課題について研究開発を実施。

【平成20年度採択プロジェクト】
《災害時における地域の安全・安心の確保のための情報

システムの構築》
・住民・行政協働ユビキタス減災情報システム（山梨大学）
・地域水害リスクマネジメントシステムの構築と実践（熊本大学）
・時空間処理と自律協調型防災システムの実現（東京工業大学）

〇〇

 

地域社会の安全・安心の地域社会の安全・安心の
確保に係る研究開発確保に係る研究開発〇〇

 

テロ対策テロ対策技術等技術等に係る研究開発に係る研究開発

我が国においても、テロ対策技術、危機管理等に関する技術の強

 
化が必要である。これまで蓄積された基礎研究の成果を積極的に活

 
用するため、大学・研究機関が現場と連携してテロ対策技術等に係る

 
研究開発を実施。

第３期科学技術基本計画を踏まえた基本的な考え方
○「社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術」の実現
○経済的価値のみならず安全・安心な社会の構築への貢献など社会的価値の創出を目指し、

研究開発の成果を通じたイノベーションを実現

【平成20年度採択プロジェクト】
《化学剤・生物剤のリアルタイム検知》

・生物剤検知用バイオセンサーシステムの開発（大阪大学）
・生物剤リアルタイム検知システムの開発（東芝）

【平成19年度採択プロジェクト】（平成２１年度終了）
《危険物検知》

・ウォークスルー型爆発物探知システム（日立製作所）
・ミリ波パッシブ撮像装置の開発（東北大学）

《危険物質拡散・被害予測シミュレーション》

・有害危険物質の拡散被害予測と減災対策研究（東京大学）

【平成21年度採択プロジェクト】

《液体爆発物などの手製爆発物検知》
・液体爆発物検知技術の実用化（大阪大学）

大学・
研究機関

情報システム地方
自治体
／
住民

平成２２年度予算額

 

：４２１百万円
（平成２１年度予算額

 

：５３８百万円）



総合科学技術会議
 

「安全に資する科学技術推進戦略」

安全に資する科学技術の取組（事態別）

重大事故重大事故
・事故分析技術の向上

・機器システムの信頼性・安全性向上

新興・再興感染症新興・再興感染症
・迅速・確実なサーベイランス

・検知法・ワクチン開発

大規模自然災害大規模自然災害
・高確度・高精度予測に基づく防災・減災対策

・災害時に情報を収集・共有し、伝達するためのシステム

食品安全問題食品安全問題
・有害物質等の迅速検知

・リスク低減対策

・トレーサビリティ促進

テロリズムテロリズム
・テロリズムの被害予測

・爆発物等のテロ関連物質の探知・識別

各種犯罪各種犯罪
・子供・高齢者等の地域安全対策を推進

・人文・社会科学を活用した犯罪予測・抑止

情報セキュリティ情報セキュリティ
・ＩＴ基盤の持続的発展

・情報セキュリティの高度化・運用管理

・ＩＴ障害・災害・テロ・犯罪対策に活用

安全に資する科学技術推進戦略の基本的考え方

安全に資する科学技術推進の仕組みの構築

• 地域社会との連携の在り方や安全な社会を

 

実現するための技術活用システムの在り方

 

など

• 自然科学と人文・社会科学との協働が重要

人文・社会科学との協働

• 国として、安全に資する幅広い科学技

 

術の知的・技術的基盤（研究情報等

 

のネットワーク）を構築し、国内外の関

 

係機関の有する安全に関する情報・

 

知識・経験・技術の共有化を進める。

知・技術の共有化

安全に資する科学技術推進の意義

最新の科学技術を活用し犯罪、情報セキュリティ、
感染症、食品安全、重大事故等に対処

国民生活の安全確保に貢献 国土と社会の安全確保に貢献

我が国の総合的な安全保障に貢献

国際社会の安全確保・我が国地位向上に貢献 科学技術の未知性・不確実性への対応

我が国の優れた科学技術を活用し、
安全安心先進国としての責務を果たす

世界トップクラスの我が国防災技術の知識と実践力により、
地震・台風等による被害を未然防止・大幅低減

テロに対し、我が国の科学技術力を駆使し、技術優位性を確立することにより、技術安全保障を強化

科学技術の未知性・不確実性を十分に認識し、
社会国民から信頼される科学技術を活用した安全確保

事態が起こらないようにすること

事態が起こっても、被害を最小限にすること

事態を検証し、安全対策にフィードバックすること

基本的考え方

①国として、どのような事態が発生しても、「これだけは護り抜く」又は「これを超えた被害だけは起こさない」とする考え方の導入を検討

②国民・社会に向けて正確な情報を周知し、災害時等における社会の不安・混乱を回避、迅速・確実な救助・救命救急、被害拡大防止

効果的な研究開発体制の構築

技術開発の短縮化・早期実用化

高い運用性・操作性の確保

研究開発拠点の整備活用

• 感染症対策・テロ対策など特別な施設・器材を要する研究開発拠点の整備活用の促進

• 府省連携・産学官連携による横断的課題解決・公的部門における新技術の活用促進

• ニーズ・シーズを結実させる科学技術コミュニティを設け、セキュリティ・イノベーションを創出

• 高い運用性・操作性の確保のため、運用ニーズを反映するシステムを構築

③科学技術信頼性確保のためには、科学的根拠に基づく安全性の評価が必要であり、このための科学技術基盤を強化する。



ＪＲ秋葉原駅における実証試験
（平成２２年２月）

「ウォークスルー型爆発物探知システム」
（平成２１年度終了課題）

送気部

吸気部

ガス検出部

テロ対策等に係る研究開発

成田国際空港における実証試験
（平成２１年１０月）

「ミリ波パッシブ撮像装置の開発」
（平成２１年度終了課題）

撮像装置

不審物マーキング

関西国際空港における実証試験
（平成２１年１２月）

「ＮＩＲ容器内液体爆発物検知技術の実用化」

北九州市テロ対処実働訓練における実証試験
（平成２１年２月）

「有害危険物質の拡散被害予測と減災対策研究」
（平成２１年度終了課題）

検知装置避難訓練への応用



時空間処理と自律協調型防災システムの実現
研究開発機関：東京工業大学、京都大学、防災科学技術研究所、㈱テクノ

時空間情報処理によって、激甚災害にも確実に稼動して救助支援や被害軽減ができる総合

 行政情報システムを実現する。平常業務の経費も含めて低廉化することで定着化を図る。

安否、被害状況の調査
孤立集落との情報連携

各地区の避難状況や被

 害状況を整理・集計

自治体

行政情報システム（遠軽町）

地域コミュニティ

被災情報

町内会の時空間情報 自治体の時空間情報

時空間データベースシステム
行政情報を地図上の位置と時間で管理
個別情報の汎用管理、平常業務と災害対応に共用

図書館システム

水道管理

農地農家管理

非常時 平常時

罹災管理

避難管理

復興支援

時空間データ
ベースシステム

遠軽町の事業効果（H２１）

土地・家屋管理

ソースコードの提供

実装プロセス技術の

 
形式知化

「地域社会の安全・安心確保に係る研究開発」プロジェクト例

ネットワークに依存
しない情報連携

長距離無線LAN
無線通信

システム名 旧システム 時空間システム 事業効果
土地・家屋台帳システム 29 15 14
農地農家台帳システム 11 2 9
水道マッピングシステム 28 10 18
図書館システム 26 7 19

合計 94 34 60

（Ｈ２０～Ｈ２２）

実装・定着化

（百万円）



安全・安心に関わる知・技術の共有化

２．実施内容
関係者の交流や情報が制限されやすいテロ対策について、以下の取組を実施。

① テロ関連の対応機関と科学技術シーズを有する関連研究者等との情報及び人のネットワークの構築
② 国内外のテロ関連の情報収集・発信等
③ 安全・安心科学技術プロジェクトの研究開発成果の実用化支援
④ 日米安全・安心科学技術協力協定に基づく国際シンポジウムの開催

 

等

生物・化学テロ対策（慶応大学）

国内外におけるテロの脅威・動向とその対策、科学技術

 
に関する研究開発動向、運用の課題等を調査研究・分析し、

 
関係者による会合の開催を通じ、情報提供を行うとともに、

 
危機対応者・研究者等のネットワークの構築を行う。さらに、

 
研究開発成果の実用化支援も実施。

生物・化学テロは、発生の迅速な把握と共に、公衆衛生

 
措置や医療的な対策による被害軽減方策の専門的検討が

 
必要である。このため、関係分野の専門家を集め、危機シ

 
ナリオと課題の共有を促進し、連携・協力による課題解決

 
に向けた検討を行う。

３．主な成果の反映状況
・国内外の情報収集・分析→安全・安心科学技術プロジェクト等の研究開発テーマの設定に活用
・ネットワーク構築による政府機関職員等への安全・安心に関わる最新技術情報の提供
・研究開発成果の実用化加速（テロ対策展示会参画、安全保障貿易管理に関する研究者へのアドバイス等）
・日米科学技術協力協定の枠組みに基づいた国際協力の促進

 

等

テロ対策（（独）科学技術振興機構）

１．目

 

的
安全・安心科学技術の推進に当たっては、危機対応機関・対応者のニーズ、危機対応時の状況を十分勘案する

 
ことが重要。このため、技術シーズとのマッチングや研究開発担当者との協力のコーディネート機能を構築する。
（

 

「安全・安心科学技術に関する研究開発の推進方策について」

 

（平成１８年７月科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会

 

安全・安心科学技術委員会）

○主な活動実績（平成２１年度）
国際シンポジウム

 

１回

 

テロ対策研究セミナー

 

６回
専門家会合

 

２回

 

News Letter発行

 

１３回
展示会出展

 

１回

○主な活動実績（平成２１年度）
日米シンポジウム

 

１回

 

ワークショップ

 

３回
専門家会合

 

1回

 

News Letter発行

 

２回
感染症バイオテロ研究会

 

５回

【平成２１年度の実施内容】
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